
 

 

 

事  業  計  画 

 



１　公益事業（実施事業等会計）

（1）教育文化活動等支援事業

事業費支出 7,814,000円(7,730,000円）

県民の教育文化活動を支援するため、次の事業を行う。

事　　業　　名 内容・実施場所・期日・募集人数等 備　　　　考

第36回神奈川県ゆうあい
ピック大会

　県内の知的障害者が集うスポーツ活動
の場「ゆうあいピック大会」の開催経費
の一部を助成する。
　県内
　時期：未定

(主催）
神奈川県障害者スポー
ツ振興協議会

教育文化団体等への支援

　県内の教育文化団体が県民等を対象と
して行う事業等に対し助成する。
  分野　教育・文化・スポーツ・レクリ
エーション等
　通年

（2）県民教養講演会等事業

事業費支出 10,174,000円(11,278,000円）

県民の知識の向上等に資するため、講演会等次の事業を行う。

事　　業　　名 内容・実施場所・期日・募集人数等 備　　　　考

自然科学実験教室の開催

　子どもたちの科学に対する関心を高め
るため、親子を対象に科学実験教室を開
催する。
　米村でんじろうサイエンスプロダク
ション
　伊勢原市民文化会館(伊勢原市)
　11月23日(土・祝)
　700人

(共催）
(一財)神奈川県教育会
館

県民教養講座の開催

　各界著名人による講演会を開催する。
　横浜市内
　講師・時期：未定
  500人程度

(共催）
(一財)神奈川県厚生
福利振興会

第32回はばたけ子どもたち
夢・未来コンサート

　音楽の楽しさや、オーケストラの演奏
の素晴らしさを親子で体験する「はばた
け子どもたち夢・未来コンサート」を開
催する。
  神奈川県立音楽堂（横浜市西区)
　2020年２月23日（日）２回
   2,000人

(共催）
(一財)神奈川県教育会
館



２　現職給付厚生事業（その他会計）

事業費支出 226,235,000円(139,593,000円）

（1）給付事業
事業費支出 157,803,000円(92,946,000円）

現職会員の福利の増進を図るため、次の給付を行う。

区　　　分 給　　　付　　　時　　　期 給　付　金　額

結 婚 祝 金
　現職会員が結婚したとき（事実婚及び結婚
のために退職し、３カ月以内に結婚するとき
を含む）

２万円

弔 慰 金
・現職会員、配偶者、父母・子、その他の扶
養親族が死亡したとき
・現職会員又は配偶者が死産をしたとき

１万円～16万５千円

遺 児 育 英 資 金

　現職会員が死亡したときに、その現職会員
又はその配偶者の被扶養者（18歳に達する日
以後の最初の３月31日までの間にある実(養)
子及び弟妹、又は障害の程度が１級に当たる
障害の状態にある実(養)子及び弟妹）である
遺族があるとき
　なお、中学生以下の遺族があるときは10万
円～30万円を加算する。

遺児１人につき
　　　100万円

　　　(加算あり)

災 害 見 舞 金
　現職会員が地震、火災等の災害により、そ
の住居又は家財に損害を受けたとき

　４万円～20万円

人間ドック受診費用補助
＜新規＞

　公立学校共済組合等加入している健康保険
の保険者が実施する人間ドックの受診費用の
一部を補助する。

３千円

教員免許更新費用等補助
＜新規＞

① 教員免許更新にかかる費用の一部を補助す
る。
② ①に該当しない会員については、加入10
年、20年、30年を対象とし、自己研鑽のため
の費用を補助する。

１万円

退 会 記 念 品

市 町 村 負 担 分
　市費負担教職員（政令市・大磯町を除く）
に供与物代金を給付する。

　１万５千円

　満50歳以上（会員期間10年以上）で退会した現職会員に対し記念
品を給付する。



事業費支出 68,432,000円(46,647,000円）

現職会員の福利厚生を図るため、次の事業を行う。

 ア　生活安定に対する支援

事　　業　　名 内容 備　　　考

指定店の拡充

　会員等が廉価で商品又はサービスの購入ができるよ
う商店等との指定店契約の更新、拡充を行う。
 （通年）
　現職会員とその家族

継続会員共通

 イ　健康づくり等の支援

事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

スポーツ活動の支援

　会員等が職場や住居の近くで気軽に体力・健康づく
りや生活習慣病の改善等ができるよう、県内外のス
ポーツ施設等を提供する。（通年）
　(ｱ) コナミスポーツクラブ［あっせん］
　　　　県内ほか
　　　　現職会員とその家族
  (ｲ) ダイドースポーツクラブ［補助］
　　　　小田原市
　　　　現職会員とその家族　2,700人
  (ｳ) ライフティック［補助］
　　　　平塚市・秦野市
　　　　現職会員とその家族　1,200人
  (ｴ) 東急スポーツシステム［補助］＜新規＞
　　　　県内ほか
　　　　現職会員　880人
  (ｵ) ゴルフ場［補助］
　　　　県内ほか
　　　　現職会員と同行者
　　　　(補助対象：現職会員10人)
　(ｶ) 乗馬クラブクレイン神奈川［あっせん］
　　　　秦野市
　　　　現職会員とその家族
　(ｷ) ゴルフ講習会（2回）［補助］＜新規＞
　　　　東急あざみ野ゴルフガーデン
　　　　現職会員（各回10人）
　(ｸ) RIZAPプログラム（1ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ8回）［補助］＜新
　　 規＞
　　　　横浜市（予定）
　　　　現職会員と同行者
　　　　(補助対象：現職会員20人)

　
継続会員共通
（(ｵ)(ｷ)(ｸ) を
除く。）

がん検診の機会の提
供

　会員等の健康管理の一環としてがん検診受診の機会
を提供する。
　　がんスクリーニング検査［補助］＜新規＞
　　　伊勢原市
　　　現職会員と同行者
　　　（補助対象：現職会員200人）

継続会員共通
（あっせん。）

（2）厚生事業



 ウ　レクリエーション活動の支援

事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

レクリエーション活
動の機会の提供

　心身の健康維持、家族の団らん等のためレクリエー
ション活動の機会を提供する。
　(ｱ) ディズニーリゾートコーポレートプログラム
　　　　［補助］＜新規＞
　　　　東京ディズニーリゾート（千葉県浦安市）
　　　　通年
  　　　現職会員
　　　　(補助対象：現職会員1,000人)
　(ｲ) バス旅行［補助］
　　　　旅行会社の企画するバス旅行
        近畿日本ツーリスト首都圏　ほか１社
　　　　通年
   　　 現職会員と同行者
　　　　(補助対象：現職会員360人)
　(ｳ) 旅行割引［あっせん］＜新規＞
　　　　通年
　　　　・小田急トラベル
　　　　・近畿日本ツーリスト首都圏
　　　　・東武トップツアーズ
　　　　・日本旅行
　　　　・名鉄観光サービス
　　　　・東日観光
　　　　・大和観光興業
　　　　・郵船トラベル
　　　　・エイチ・アイ・エス
　　　　・ニッポンレンタカー
　　　　現職会員と同行する家族

継続会員共通
((ｳ) に限
る。）



事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

レクリエーション施
設の利用支援

　会員等が希望する地域でレクリエーション、スポー
ツ活動等が行えるよう、県内外に宿泊施設等を確保す
る。（通年）
　(ｱ) 宿泊施設［あっせん］
　　　・ラフォーレ倶楽部
   　 ・リゾートトラスト
   　 ・マホロバマインズ三浦（三浦市）
　　　・ホテルスポーリア湯沢（新潟県湯沢町）
　　　・ダイワロイヤルホテルズ＜新規＞
　　　・法華倶楽部＜新規＞
  　　・セラヴィリゾート泉郷＜新規＞
      ・プリンスホテルズ
 　　　 現職会員と同行者
  (ｲ) 温泉施設［補助］
　　　・万葉の湯(横浜市中区ほか)＜新規＞
　　　　現職会員と同行者
　　　　（補助対象：現職会員600人）
      ・名水はだの富士見の湯(秦野市)＜新規＞
　　　　現職会員
　　　　（補助対象：現職会員100人）
　(ｳ) 温泉施設［あっせん］
　　    スカイスパ（横浜市西区）
　　　　現職会員と同行者
  (ｴ) 公立学校共済組合箱根保養所［補助］
 　　　「ひめしゃら」（箱根町仙石原）
 　　　 現職会員とその家族　4,500人

　
継続会員共通

(ｱ)のダイワロ
イヤルホテル
ズ、法華倶楽
部、セラヴィリ
ゾート泉郷は対
象会員を拡充

(ｲ)の万葉の湯
は対象会員を拡
充

スポーツ観戦の機会
の提供

　優れた技術を持つスポーツ選手の競技を観戦する機
会を提供する。
　(ｱ) サッカー観戦会［補助］
　　　　横浜Ｆマリノス（横浜市港北区）
　　　　時期：未定
　　　  現職会員と同行者
　　　　（補助対象：現職会員30人)
　(ｲ) プロ野球観戦会［補助］
　　　　シーズンシートを会員価格で提供
　　    横浜スタジアム（横浜市中区）
　　　　通年
　　　  現職会員とその家族
　　　　（対象人数：現職会員284人
　　　　　（71試合×２席ﾍﾟｱｼｰﾄ×２座種）)

　

(ｲ)は座種を
１種類（２席）
増席

会員交流の場の提供

　会員の会合、催し、振興会が実施する事業の会場と
して、会議室を年間借り上げる。（通年）
  　神奈川県教育会館３階（横浜市西区）
 　 現職会員と同行者

継続会員共通



 エ　芸術・文化活動の支援

事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

親と子のふれあい

　親と子のふれあいや世代間の交流等の機会を提供す
る。
　(ｱ) ディズニー・オン・アイス［補助］
　　　　横浜アリーナ（横浜市港北区）
　　　　８月
　　　  現職会員とその家族　500人
　(ｲ) キッザニア［補助］
　　　　東京都江東区
　　　  通年
　　　　現職会員とその家族　1,800人
　(ｳ) ボリショイサーカス［補助］
　　　　横浜文化体育館（横浜市中区）
　　　　７月～８月
　　　　現職会員とその家族  200人
  (ｴ) 親と子の芸術鑑賞［補助］
　　　　県内ほか
　　　　通年
　　　　現職会員とその家族　470人
  (ｵ) 水族館の利用［補助］
　　　・新江ノ島水族館(藤沢市)
　　　・横浜八景島シーパラダイス(横浜市金沢区)
　　　・マクセル アクアパーク品川（東京都港区）
      ・仙台うみの杜水族館（宮城県仙台市）
      ・上越市立水族博物館（新潟県上越市）
       ＜新規＞
　　　　通年
　　　　現職会員とその家族　1,305人

　
継続会員共通
（(ｳ) (ｵ) に限
る。あっせ
ん。）

(ｲ)は通年に変
更し、補助人数
を増加

(ｵ)の新江ノ島
水族館以外は新
規

芸術・文化活動の機
会の提供

　会員等に芸術鑑賞の機会を提供する。（通年）
　(ｱ) 芸術鑑賞［補助］
  　　　みなとみらいホール（横浜市西区）ほか
　　　　現職会員と同行者
　　　　（補助対象：現職会員1,760人)
　(ｲ) 演芸鑑賞［補助］
  　　　横浜にぎわい座（横浜市中区）
  　　　現職会員と同行者
　　　　（補助対象：現職会員120人)
  (ｳ) 芸術鑑賞［あっせん］
　　　　神奈川県民ホール（横浜市中区）ほか
　　　　現職会員と同行者

　
継続会員共通



 オ　生涯学習活動の支援

事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

生涯学習活動の支援

　生涯にわたる能力啓発、余暇活動等の機会を提供す
る。（通年）
　(ｱ) 現職会員［補助］（357人）
  　　・朝日カルチャーセンター　15施設
　　　・読売日本テレビ文化センター　19施設
　　　・カルチャーセンター　22施設
　　　・ＮＨＫ学園
 　　 ・興学社（パソコン・５施設）

・シアルパソコンスクール(パソコン・１施設)
　　　・ＡＥＯＮ（英会話教室・国内全施設）
　(ｲ) 現職会員とその家族［あっせん］
　　　・東京リーガルマインド
　　　　(資格取得講座・５施設)

　
継続会員共通

 カ　教養講座の開催

事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

教養講座の開催

 会員等の余暇活動等の充実を図るため教養講座を開
催する｡
　(ｱ) 歴史講座（２回）
 　 　　鎌倉・未定

８月・12月
　 　   現職会員とその家族（各回40人）
  (ｲ) 税務相談会
　      横浜
    　  2020年２月

現職会員とその家族　60人
  (ｳ) 金融講座/健康講座（８回）

　横浜ほか
　      ６月～2020年２月
    　  現職会員（各回40人）

(ｳ)はキ退職予
定者福利厚生説
明会と共に開催



 キ　情報の収集と提供

事　　業　　名 内容 備　　　考

広報紙「振興会だよ
り」の発行

　現職会員に事業等の情報を提供するため広報紙を発
行する｡
　　発行回数　年３回(６月・11月･３月)
　　発行部数  各回37,400部

振興会ハンドブック
の作成

　会員に事業の概要等を知らせるため案内･手引書を
発行する。
  　発行回数　年１回
　　発行部数  37,400部

　
継続会員共通

アンケートの実施

　厚生事業等の企画立案に反映するためアンケートを
募集する。
　　募集人数　400名
　　実施回数　未定

　
継続会員共通

振興会ホームページ
の拡充

　振興会の事業情報を随時提供するとともに、他機
関・団体等の開催する文化・レクリエーション活動情
報や会員の生活にかかわる情報等とのリンクを拡充す
る。

　
継続会員共通

無料法律相談

　会員等が無料で法律相談を行えるよう相談日を設
ける。
　糸井総合法律事務所(横浜市中区)
　原則毎月第２火曜日
　１日につき３組

継続会員共通

会員証割引事業
　全国の教職員互助団体が契約する商店、施設等に
おいて割引価格で商品又はサービスの購入ができる
よう、利用可能店舗等を会員に広報する。

継続会員共通

退職予定者福利厚生
説明会の開催

　定年退職予定会員等を対象に医療互助事業、継続厚
生事業等の説明会を開催する。

金融講座/健康
講座と共に開催



３　継続医療厚生事業（その他会計）

事業費支出 988,205,000円(943,710,000円）

（1）医療互助事業
事業費支出 955,295,000円(909,065,000円）

ア　加入資格

イ　基準掛金額

ウ　特別追加金

エ　給付の種類

区　　　分 給　　　付　　　内　　　容 給　付　金　額

療 養 補 助 金
　医療費総額の３割相当額を70歳の年度末まで支給
する。
　(特別追加金納入者は75歳の年度末まで)

医療機関ごとに
2,000円を控除し、
100円単位

長 寿 祝 金
　医療互助会員が長寿年齢に達したときに支給す
る。

77歳　５万円
88歳　７万円
99歳　10万円

脱 退 一 時 金
　医療互助会員が止むを得ない理由で脱退したとき
に支給する。

年齢に応じた額

遺 族 一 時 金 　医療互助会員が死亡したときに支給する。 年齢に応じた額

入 院 見 舞 金
　療養補助金支給期間が終了した医療互助会員が、
継続して31日以上入院したときに支給する。

１年度につき１万円

健 康 祝 金
　療養補助金支給期間終了までの全期間無給付だっ
た医療互助会員に支給する。

70歳　７万円
75歳　10万円

退 会 返 還 金
　現職会員が退会後に医療互助会員に加入しなかっ
たときに支給する。

現職会員期間中の会
費納入相当額

人間ドック補助
　医療互助会員が人間ドックを受けたときに支給す
る。（募集：885人）

１年度につき１万円
を上限に実費相当

オ　加入見込者数

　退職後における会員の医療費の負担を軽減するため、療養補助金等を給付する。なお、現職
時に給料月額の1,000分の４を積み立てる。

平成31年度　500人（平成30年度437人：12月末現在）

　現職会員を退会した45歳以上の者及びその配偶者で45歳以上の者

　退会時の年齢に応じた額を納入する。

　(平成27年３月31日までの加入者は従前のとおり)

　療養補助金の給付を75歳まで希望する者は、特別追加金を納入する。



（2) 貸付事業（現職会員対象事業）
事業費支出 11,442,000円(13,830,000円）

貸 付 対 象 者

貸 付 限 度 額

償 還 利 率

償 還 方 法

償 還 期 間

貸 付 枠

募 集 方 法

団体信用生命保険

　現職会員が自己の用に供する住宅の新築、増築、改築、修理若しくは購入又は住宅の敷地
を購入するための資金を貸し付ける。

　任意加入

　元利均等月賦償還、元利均等半年賦償還(６月､12月) 又はその併用

　５年～30年（上記償還方法に応じて選択）

　500,000,000円

　前期(２月)、後期(８月)の２期にわけて希望者を募集

　現職会員期間が３年以上の者

　2,000万円（50万円以上10万円単位）

　年利1.26％ （変動制）



（3）継続厚生事業

事業費支出 21,468,000円(20,815,000円）

ア　生活安定に対する支援

事　　業　　名 内容 備　　　考

指定店の拡充

　会員等が廉価で商品又はサービスの購入ができるよ
う、商店等との指定店契約の更新、拡充を行う。
（通年）
  継続会員とその家族

　
現職会員共通

イ　健康づくり等の支援

事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

スポーツ活動の支援

　会員等が住居の近くで気軽に体力・健康づくりがで
きるよう、県内外のスポーツ施設等を提供する。
（通年）
　(ｱ) コナミスポーツクラブ［あっせん］
　　　　県内ほか
　　　　継続会員とその家族
  (ｲ) ダイドースポーツクラブ［補助］
　　　　小田原市
　　　　継続会員　1,500人
  (ｳ) ライフティック［補助］
　　　　平塚市・秦野市
　　　　継続会員　1,500人
  (ｴ) 東急スポーツシステム［補助］＜新規＞
　　　　県内ほか
　　　　継続会員　220人
　(ｵ) 乗馬クラブクレイン神奈川［あっせん］
　　　　秦野市
　　　　継続会員とその家族

　
現職会員共通

がん検診の機会の提
供

　会員等の健康管理の一環としてがん検診受診の機会
を提供する。
　　がんスクリーニング検査［あっせん］＜新規＞
　　　伊勢原市
　　　継続会員と同行者

現職会員共通
（補助。）

　 継続会員を対象に相互の親睦や退職後の文化、レクリエーション活動に資するため、次
 の事業を行う。



 ウ　レクリエーション活動の支援

事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

レクリエーション施
設の利用支援

　会員等が希望する地域でレクリエーション、スポー
ツ活動等が行えるよう、県内外に宿泊施設等を確保す
る。（通年）
　(ｱ) 宿泊施設［あっせん］
　　　・ラフォーレ倶楽部
　　　・リゾートトラスト
   　 ・マホロバマインズ三浦（三浦市）
　　　・ホテルスポーリア湯沢（新潟県湯沢町）
　　　・ダイワロイヤルホテルズ
　　　・法華倶楽部
  　　・セラヴィリゾート泉郷
　　　・プリンスホテルズ
　　    継続会員と同行者
　(ｲ) 温泉施設［補助］
　　　　万葉の湯(横浜市中区ほか）
　　　　継続会員と同行者
　　　　（補助対象：継続会員45人）
　(ｳ) 温泉施設［あっせん］
　　　　スカイスパ（横浜市西区）
　(ｴ) 公立学校共済組合箱根保養所［補助］
　　　　「ひめしゃら」（箱根町仙石原）
　　　　継続会員とその家族  350人

　
現職会員共通
(名水はだの富
士見の湯を除
く。）

スポーツ観戦の機会
の提供

　優れた技術を持つスポーツ選手の競技を観戦する機
会を提供する。
　プロ野球観戦会［あっせん］
 　 横浜スタジアム（横浜市中区）
　　４月～９月

　
現職会員共通
(補助。）

会員交流の場の提供

　(ｱ) 会員の会合、催し、振興会が実施する事業の
　　会場として、会議室を年間借り上げる。（通年）
  　　　神奈川県教育会館３階（横浜市西区）
  　　　継続会員と同行者
　(ｲ) 神奈川県退職教職員の会が開催する囲碁将
　　棋大会の経費の一部を助成する。

　
現職会員共通
((ｱ) に限
る。）

レクリエーション活
動の機会の提供

　会員等が廉価で安心して利用できるよう旅行業者等
と割引契約を締結する。（通年）
　・小田急トラベル
　・近畿日本ツーリスト首都圏
　・東武トップツアーズ
　・日本旅行
　・名鉄観光サービス
　・東日観光
　・大和観光興業
　・郵船トラベル
　・エイチ・アイ・エス
　・ニッポンレンタカー
　　　継続会員と同行する家族

現職会員共通



 エ　芸術文化活動の支援

事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

芸術鑑賞の機会の提
供

　優れた芸術等の鑑賞機会を提供する。
　(ｱ) 芸術鑑賞［補助］
　　　　みなとみらいホール（横浜市西区）ほか
　　　　通年
　　　　継続会員と同行者
　　　　（補助対象：継続会員600人）
　(ｲ) 演芸鑑賞［補助］
　　　　横浜にぎわい座（横浜市中区）
　　　　通年
　　　　継続会員と同行者
　　　　（補助対象：継続会員300人）
　(ｳ) 芸術鑑賞［あっせん］
　　　　神奈川県民ホール（横浜市中区）ほか
　　　　通年
　　　　継続会員と同行者
　(ｴ) ボリショイサーカス［あっせん］
　　　　横浜文化体育館（横浜市中区）
　　　　７月～８月
   　　 継続会員とその家族
  (ｵ) 水族館の利用［あっせん］
　　　・新江ノ島水族館(藤沢市)
　　　・横浜八景島シーパラダイス(横浜市金沢区)
　　　・マクセル アクアパーク品川（東京都港区）
      ・仙台うみの杜水族館（宮城県仙台市）
      ・上越市立水族博物館（新潟県上越市）
       ＜新規＞
　　　　通年
　　　　継続会員とその家族

　
現職会員共通
（(ｴ) (ｵ)は補
助。）

(ｵ)の新江ノ島
水族館以外は新
規

 オ　生涯学習活動の支援

事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

生涯学習活動の支援

　能力啓発、余暇活動等の機会を提供する。（通年）
　(ｱ) 継続会員［補助］（977人）
  　　・朝日カルチャーセンター　15施設
　　　・読売日本テレビ文化センター　19施設
　　　・カルチャーセンター　22施設
　　　・ＮＨＫ学園
　　　・興学社（パソコン・５施設）
　　　・シアルパソコンスクール(パソコン・１施設)
　　　・ＡＥＯＮ（英会話教室・国内全施設）
　(ｲ) 継続会員とその家族［あっせん］
　  　・東京リーガルマインド
          （資格取得講座・５施設）

　
現職会員共通



 カ　教養講座の開催

事　　業　　名 内容　・　実施場所　・　期日　・　参加対象等 備　　　考

教養講座の開催

　余暇活動等の充実を図るため教養講座を開催する。
　(ｱ) ふるさと散歩（２回）
　　　　東京ほか
　　　　10月ほか
  　　　継続会員とその配偶者（各40人）
　(ｲ) 歴史講座Ⅰ・Ⅱ（２回）
　　　　鎌倉ほか
  　　  ６月ほか
  　　　継続会員とその配偶者（各40人）
　(ｳ) 税務相談会（３回）
　　　　横浜ほか
　　　　2020年２月
　　　　継続会員（各30人）

(ｱ) 開催回数を
３回から２回に
変更

キ　情報の収集と提供

事　　業　　名 内　　　　　　　　　　容 備　　　考

広報紙「ふれあい」
の発行

　継続会員に事業情報を提供するため、広報紙を発行
する。
　　発行回数　年３回(４月･８月･12月)
　　発行部数  各回9,400部

振興会ハンドブック
の作成

　会員に事業の概要等を知らせるため、案内・手引書
を発行する。
  　発行回数　年１回
　　発行部数  9,400部

　
現職会員共通

アンケートの実施

　厚生事業等の企画立案に反映するためアンケートを
募集する。
　　募集人数　100名
　　実施回数　未定

　
現職会員共通

振興会ホームページ
の拡充

　振興会の事業情報を随時提供するとともに他機関・
団体等の開催する文化・レクリエーション活動情報や
会員の生活にかかわる情報等とのリンクを拡充する。

　
現職会員共通

無料法律相談

　会員等が無料で法律相談を行えるよう相談日を設
ける。
　糸井総合法律事務所(横浜市中区)
　原則毎月第２火曜日
　１日につき３組

現職会員共通

会員証割引事業
　全国の教職員互助団体が契約する商店、施設等に
おいて割引価格で商品又はサービスの購入ができる
よう、利用可能店舗等を会員に広報する。

現職会員共通



４　積立年金事業（その他会計）＜平成30年度をもって廃止＞

事業費支出 1,046,126,000円(801,661,000円）

(1)　原　　資      給料月額の 1,000分の５の額（会員ごとに現職時に積み立て）

(2)　給付の種類

区　　分 給　　　付　　　内　　　容 給　　付　　金　　額

退 職 時 一 時 金
　年金給付の受給資格を満たさない退職者
に対して給付する。

　退職時までに積み立てた
会費とその運用益の合計額

遺 族 一 時 金

①死亡時までに積み立てた
会費とその運用益の合計額
②死亡時に計算して得た未
給付額

遺族特別給付金 ３万円

退 会 返 還 金
　現職会員が退会（退職による退会を除
く) したとき一括して給付する。

　退会時までに積み立てた
会費とその運用益の合計額

(3)　加入見込者数　　平成31年度　0人　　（平成30年度　185人（12月末現在））

５　収益事業（その他会計）

事業費支出 27,307,000円(28,739,000円）

 (1) 共済事業

 (2) 団体信用生命保険事業

 (3) 広告事業
  会員向け広報媒体である広報紙及びハンドブック等に振興会と割引契約等を締結して
いる業者の広告を掲載し、広告事業を実施する。

　住宅建設資金貸付事業の一環として、団体信用生命保険事業を実施する。

　次の場合、遺族に給付する。
　　①現職会員が死亡したとき
　　②年金受給中に会員が死亡したとき

　現職会員の利便を図るため、教職員共済生活協同組合が行う共済事業の事務を受託
する。
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平成31年度当初収支予算書
 2019年４月１日から2020年３月31日

（単位：千円）
勘　定　科　目 当初予算額 前年度予算額 増　減

Ⅰ　事業活動収支の部
　１　事業活動収入
　　(1) 基本財産運用収入 1,728 1,728
　　　　  基本財産利息収入 1,728 1,728
　　(2) 特定資産運用収入 28,524 23,980 4,544
  　　　　特定資産利息収入 28,524 23,980 4,544
  　(3) 事業収入 1,193,126 1,473,844 △ 280,718
  　　　　福利厚生事業収入 274,870 142,508 132,362
　　　  　住宅貸付事業収入 24,738 24,808 △ 70
　  　　　継続互助事業収入 865,741 1,279,011 △ 413,270
　　　  　特別事業手数料収入 19,403 20,061 △ 658
　　　　  特別事業配当金収入 1,293 1,092 201
　　　　  広告事業収入 7,081 6,364 717
　　(4) 負担金収入 1,569 2,628 △ 1,059
　　　　  負担金収入 1,569 2,628 △ 1,059
　　(5) 雑収入 750 1,415 △ 665
　　  　　雑収入 750 1,415 △ 665
  　　　事業活動収入計 1,225,697 1,503,595 △ 277,898
　２　事業活動支出
　 (1) 事業費支出 2,305,861 1,932,711 373,150
　　　　役員報酬支出 4,872 4,869 3
　　　　給料手当支出 46,700 46,789 △ 89
　　　　臨時雇賃金支出 680 680
　　　　福利厚生費支出 8,689 8,623 66
　　　　旅費交通費支出 305 346 △ 41
　　　　通信運搬費支出 9,998 8,960 1,038
　　　　消耗什器備品費支出 91 88 3
　　　　消耗品費支出 1,012 1,001 11
　　　　修繕費支出 246 246
　　　　印刷製本費支出 12,161 11,358 803
　　　　光熱水費支出 2,795 2,769 26
　　　　賃借料支出 9,187 9,336 △ 149
　　　　保険料支出 5,538 9,186 △ 3,648
　　　　諸謝金支出 543 549 △ 6
　　　　租税公課支出 5,249 4,405 844
　　　　負担金支出 2,311 1,385 926
　　　　委託費支出 47,071 42,852 4,219
　　　　助成費支出 2,139,075 1,773,432 365,643
　　　　雑支出 9,338 6,517 2,821
　 (2) 管理費支出 22,665 22,234 431
　　　　役員報酬支出 2,526 2,526
　　　　給料手当支出 9,837 9,856 △ 19
　　　　臨時雇賃金支出 143 143
　　　　福利厚生費支出 1,830 1,818 12
　　　　会議費支出 67 66 1
　　　　旅費交通費支出 137 106 31
　　　　通信運搬費支出 299 296 3
　　　　消耗什器備品費支出 19 20 △ 1
　　　　消耗品費支出 152 152
　　　　修繕費支出 54 54
　　　　印刷製本費支出 243 240 3
　　　　光熱水費支出 506 501 5
　　　　賃借料支出 1,109 1,155 △ 46



平成31年度当初収支予算書
 2019年４月１日から2020年３月31日

（単位：千円）
勘　定　科　目 当初予算額 前年度予算額 増　減

　　　　諸謝金支出 1,131 1,124 7
　　　　租税公課支出 299 299
　　　　負担金支出 2,037 2,037
　　　　委託費支出 1,956 1,764 192
　　　　雑支出 320 220 100
　(4) 法人税、住民税及び事業税 75 75
　　　　法人税、住民税及び事業税 75 75
　　　　事業活動支出計 2,328,601 1,955,020 373,581
　　　　　事業活動収支差額 △ 1,102,904 △ 451,425 △ 651,479
Ⅱ　投資活動収支の部
　１　投資活動収入
　 (1) 特定資産取崩収入 2,115,298 2,036,934 78,364
　　　　退会記念給付引当特定資産取崩収入 25,630 39,028 △ 13,398
　　　　生涯福利事業引当特定資産取崩収入 2,968 3,925 △ 957
　　　　医療互助給付金引当特定資産取崩収入 1,042,299 1,093,385 △ 51,086
　　　　医療互助給付金積立特定資産取崩収入 103,177 △ 103,177
　　　　積立年金給付金引当特定資産取崩収入 1,044,401 797,419 246,982
 　(2) 固定資産売却収入 391,813 392,238 △ 425
　　　　貸付金戻り収入 391,813 392,238 △ 425
　　　　　投資活動収入計 2,507,111 2,429,172 77,939
　２　投資活動支出
 　(1) 特定資産取得支出 875,651 1,357,807 △ 482,156
　　　　退職給付引当特定資産取得支出 2,416 2,653 △ 237
　　　　退会記念給付引当特定資産取得支出 29,772 29,772
　　　　生涯福利事業引当特定資産取得支出 1,854 4,069 △ 2,215
　　　　医療互助給付金引当特定資産取得支出 841,609 650,473 191,136
　　　　積立年金給付金引当特定資産取得支出 700,612 △ 700,612
 　(2) 固定資産取得支出 508,556 609,940 △ 101,384
　　　　建設仮勘定支出 8,556 9,940 △ 1,384
　　　　貸付金支出 500,000 600,000 △ 100,000
　　　　　投資活動支出計 1,384,207 1,967,747 △ 583,540
　　　　　　投資活動収支差額 1,122,904 461,425 661,479
Ⅲ　財務活動収支の部
　１　財務活動収入
　　　　財務活動収入計　
　２　財務活動支出
　　　　財務活動支出計
　　　　　財務活動収支差額
Ⅳ　予備費支出 20,000 10,000 10,000
　　　　　当期収支差額
　　　　　前期繰越収支差額
　　　　　次期繰越収支差額



教育文化活動
等支援事業

県民教養講
演会等事業

小　　計 現職給付厚
生事業

継続医療厚
生事業

Ⅰ　事業活動収支の部
　１. 事業活動収入
　 (1) 基本財産運用収入
  　    基本財産利息収入
 　(2) 特定資産運用収入 950 25,580
　　　　特定資産利息収入 950 25,580
　 (3) 事業収入 272,870 892,479
　　　　福利厚生事業収入 272,870 2,000
　　　　住宅貸付事業収入 24,738
　　　　継続互助事業収入 865,741
　　　　特別事業手数料収入
　　　　特別事業配当金収入
　　　　広告事業収入
　(4) 負担金収入 1,500 1,500 69
　　　　負担金収入 1,500 1,500 69
　(5) 雑収入
　　　　雑収入
　(6) 他会計からの繰入金収入 8,004 8,864 16,868
　　　　他会計からの繰入金収入 8,004 8,864 16,868
　　　事業活動収入計 8,004 10,364 18,368 273,889 918,059
  ２. 事業活動支出
　(1) 事業費支出 7,814 10,174 17,988 226,235 988,205
　　　　役員報酬支出 283 283 566 1,445 2,265
　　　　給料手当支出 2,714 2,714 5,428 13,852 21,710
　　　　臨時雇賃金支出 40 40 80 201 316
　　　　福利厚生費支出 505 505 1,010 2,578 4,039
　　　　旅費交通費支出 18 18 36 90 142
　　　　通信運搬費支出 82 82 164 4,493 4,012
　　　　消耗什器備品費支出 5 5 10 27 42
　　　　消耗品費支出 42 42 84 415 371
　　　　修繕費支出 14 14 28 73 115
　　　　印刷製本費支出 67 67 134 7,245 2,713
　　　　光熱水費支出 139 139 278 1,028 1,196
　　　　賃借料支出 306 306 612 4,699 3,233
　　　　保険料支出 19 19 5 5,203
　　　　諸謝金支出 318 225
　　　　租税公課支出 1 51 52 149 3,822
　　　　負担金支出 2,311 2,311
　　　　委託費支出 539 3,519 4,058 3,142 15,372
　　　　助成費支出 3,000 3,000 181,060 919,787
　　　　雑支出 59 59 118 5,415 3,642
　(2) 管理費支出
　　　　役員報酬支出
　　　　給料手当支出
　　　　臨時雇賃金支出
　　　　福利厚生費支出
　　　　会議費支出
　　　　旅費交通費支出
　　　　通信運搬費支出
　　　　消耗什器備品費支出
　　　　消耗品費支出
　　　　修繕費支出
　　　　印刷製本費支出
　　　　光熱水費支出
　　　　賃借料支出
　　　　諸謝金支出
　　　　租税公課支出
　　　　負担金支出
　　　　委託費支出
　　　　雑支出
　(3) 他会計への繰入金支出 42,000 16,105
　　　　他会計への繰入金支出 42,000 16,105

勘　定　科　目

平成31年度当初収支
　　　　　　　　2019年４月１日から

実施事業等会計 その他会計



教育文化活動
等支援事業

県民教養講
演会等事業

小　　計 現職給付厚
生事業

継続医療厚
生事業

勘　定　科　目

平成31年度当初収支
　　　　　　　　2019年４月１日から

実施事業等会計 その他会計

　(4) 法人税、住民税及び事業税
　　　　法人税、住民税及び事業税
　　　事業活動支出計 7,814 10,174 17,988 268,235 1,004,310
　　　　　事業活動収支差額 190 190 380 5,654 △ 86,251
Ⅱ　投資活動収支の部
　１. 投資活動収入
　(1) 特定資産取崩収入 25,630 1,045,267
　　 　退会記念給付引当特定資産取崩収入 25,630
　　 　生涯福利事業引当特定資産取崩収入 2,968
　　 　医療互助給付金引当特定資産取崩収入 1,042,299
　　 　積立年金給付金引当特定資産取崩収入
　(2) 固定資産売却収入 391,813
　　 　貸付金戻り収入 391,813
　　投資活動収入計 25,630 1,437,080
　２. 投資活動支出
　(1) 特定資産取得支出 116 116 232 30,364 844,391
　　　 退職給付引当特定資産取得支出 116 116 232 592 928
　　 　退会記念給付引当特定資産取得支出 29,772
　　　 生涯福利事業引当特定資産取得支出 1,854
 　　　医療互助給付金引当特定資産取得支出 841,609
　(2) 固定資産取得支出 74 74 148 920 506,438
　　　 建設仮勘定支出 74 74 148 920 6,438
 　　　貸付金支出 500,000
　　投資活動支出計 190 190 380 31,284 1,350,829
　　　　　投資活動収支差額 △ 190 △ 190 △ 380 △ 5,654 86,251
Ⅲ　財務活動収支の部
　１. 財務活動収入
　　財務活動収入計
　２. 財務活動支出
　　財務活動支出計
　　　　　財務活動収支差額
Ⅳ　予備費支出
　　　　　当期収支差額
　　　　　前期繰越収支差額
　　　　　次期繰越収支差額



（単位：千円）

積立年金事業 収益事業 小　　計

1,728 1,728
1,728 1,728

1,994 28,524 28,524
1,994 28,524 28,524

27,777 1,193,126 1,193,126
274,870 274,870
24,738 24,738

865,741 865,741
19,403 19,403 19,403
1,293 1,293 1,293
7,081 7,081 7,081

69 1,569
69 1,569

750 750 750
750 750 750

42,000 △ 58,868
42,000 △ 58,868

1,994 28,527 1,222,469 43,728 △ 58,868 1,225,697

1,046,126 27,307 2,287,873 2,305,861
242 354 4,306 4,872

2,318 3,392 41,272 46,700
34 49 600 680

431 631 7,679 8,689
15 22 269 305
70 1,259 9,834 9,998
5 7 81 91

36 106 928 1,012
12 18 218 246
57 2,012 12,027 12,161

119 174 2,517 2,795
261 382 8,575 9,187

311 5,519 5,538
543 543

306 920 5,197 5,249
2,311

6,941 17,558 43,013 47,071
1,035,228 2,136,075 2,139,075

51 112 9,220 9,338
22,665 22,665
2,526 2,526
9,837 9,837

143 143
1,830 1,830

67 67
137 137
299 299
19 19

152 152
54 54

243 243
506 506

1,109 1,109
1,131 1,131

299 299
2,037 2,037
1,956 1,956

320 320
763 58,868 △ 58,868
763 58,868 △ 58,868

　　予算書内訳表

法人会計 内部取引消去     合　　計

2020年３月31日

その他会計



（単位：千円）

積立年金事業 収益事業 小　　計

　　予算書内訳表

法人会計 内部取引消去     合　　計

2020年３月31日

その他会計

75 75 75
75 75 75

1,046,126 28,145 2,346,816 22,665 △ 58,868 2,328,601
△ 1,044,132 382 △ 1,124,347 21,063 △ 1,102,904

1,044,401 2,115,298 2,115,298
25,630 25,630
2,968 2,968

1,042,299 1,042,299
1,044,401 1,044,401 1,044,401

391,813 391,813
391,813 391,813

1,044,401 2,507,111 2,507,111

99 145 874,999 420 875,651
99 145 1,764 420 2,416

29,772 29,772
1,854 1,854

841,609 841,609
170 237 507,765 643 508,556
170 237 7,765 643 8,556

500,000 500,000
269 382 1,382,764 1,063 1,384,207

1,044,132 △ 382 1,124,347 △ 1,063 1,122,904

20,000 20,000
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